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欧州評議会 CAHAI が提唱する AI の民主的統制の検討 
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欧州評議会（Council of Europe）においては．2019 年 9 月当時の議長国フランスがイニシアティブを

とり．CAHAI という AI に関するアドホックな会合が設置されている．この CAHAI（Ad hoc Committee 
on Artificial Intelligence)においては．EU の AI 規則法案とはまた別の枠組みにより．AI の開発や利用に

関して人権や民主主義の保障の確保を審査する法的枠組みを策定することが検討されているため．欧州

評議会 CAHAI が提唱する AI の民主的統制の方向性や現状．その位置づけやインパクトについて検討を

おこなう． 

Study of the Democratic Control of AI  
advocated by the Council of Europe CAHAI 

 

MAYU TERADA13 YOICHIRO ITAKURA23 
 

 
At the Council of Europe, France, which held the presidency in September 2019, took the initiative to establish an ad hoc 

meeting on AI called CAHAI. In this CAHAI (Ad hoc Committee on Artificial Intelligence), the establishment of a legal framework 
to examine the guarantee of human rights and democracy in relation to the development and use of AI is being considered in a 
different framework from the EU's draft AI regulation. In this paper, the possibilities and the direction along with the current status 
will be looked at, and the proposal’s positioning and impact of the democratic control of AI advocated by the Council of Europe 
CAHAI is analyzed. 

 

1. 問題の所在  

欧州評議会においては．EU とはまた異なった枠組みに

おいて．AI に関する法整備に関するプロジェクトが始動し

ており．2019 年 5 月に開かれた欧州評議会の閣僚委員会

による決定によって．2019 年 9 月に人工知能に関する特

別 委 員 会 （ CAHAI ： Ad hoc Committee on Artificial 

Intelligence．以下 CAHAI という）が設立された．この

CAHAI は．広範囲な議論と多種多様な業種の間における協

議などに基づき．人権と民主主義．そして法の支配の分野

においてこれまでも欧州評議会が推進してきた枠組みを

AI の分野においてどのように形作っていくのかについて．

AI の開発や設計そして適用のための法的枠組みの実現可

能性や法的枠組みを作るとして．その内容（要素）はどの

ようなものであるべきかについて検討するものである． 

欧州評議会は EU よりも先にできた国際機関であり．EU

加盟国そして周辺諸国に大きな影響を与えてきた（現に与

えている）ヨーロッパ人権裁判所をその機関の一つとして

擁するほか．欧州評議会において作成されてきた多国間条

約はこれまでにも多くの影響力を与えてきている．そのた
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め．欧州評議会の特別委員会 CAHAI においてどのように

AI に関する法整備が検討されているのかについてみるこ

とは．以下の二点で非常に重要なことと考えられる． 

すなわち．ＥＵにおける法規制の方向性がヨーロッパ人

権裁判所においてどのように判断されるのかといった指標

となる可能性があるとともに．欧州において推進される価

値をＡＩに関する法的枠組みのなかにどのように組み込む

のかということに関する基準となる可能性があるためであ

る． 

そこで．本稿においては．欧州評議会の特別委員会．

CAHAI において検討さている AI の開発や利用に関して人

権や民主主義の保障の確保を審査する法的枠組みについて．

欧州評議会の CAHAI が提唱する AI の民主的統制の方向性

や現状．その位置づけやインパクトについて検討をおこな

う． 

 

2. 欧州評議会の役割と AI 

欧州評議会は．1949 年に設立された EU とは全く異なる

国際機関であり．人権と民主主義そして法の支配を三つの

 Attorney at Law, Hikari Sogoh Law Offices 
3 理化学研究所革新知能統合研究センター（AIP）  

RIKEN AIP 

ⓒ 2021 Information Processing Society of Japan

情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report

Vol.2021-DPS-188 No.9
Vol.2021-EIP-93 No.9

2021/9/9



  
 

2 
 

柱として．これらの価値の促進を図るために活動している．

自由と人権に基づいた欧州の団結を図るための組織である

[1]． 

欧州評議会はヨーロッパ人権裁判所（European Court of 

Human Rights）をその一機関として有している．このヨー

ロッパ人権裁判所（欧州人権裁判所ともいう）とともに．

欧州評議会は．民主主義と人権を効果的に保障する機関と

してこれまでも大きな役割を果たしてきており．欧州評議

会の人権保障は．ヨーロッパ人権裁判所を中心とした．欧

州人権条約という法規範を人権裁判所という司法機関によ

って担保する欧州人権条約システムとして機能している

[2]． 

欧州評議会の加盟国は 47 か国（全 EU 加盟国．東欧や旧

ソ連諸国．トルコなど）であり[3 ]．日本．米国．カナダ．

メキシコそしてローマ教皇庁の 5 か国をオブザーバーとし

ている[4]．欧州評議会はさきにみたように．欧州人権裁判

所の枠組みを通した人権保障や．条約モニタリング機関を

通じた人権保護．そして多国間条約の作成を行っている．

なお．欧州評議会の事務局構成職員は約 2500 名．年間の

予算規模は約 4 億ユーロ（520 億円）である． 

 欧州評議会はまた．選挙監視ミッション団を各国に派遣

することや．憲法改正意見書などを発出することも積極的

におこなっており．東欧諸国の民主化の支援を行っている．

日本は 1996 年に欧州評議会が冷戦終了を受けてメンバー

シップを拡大した際に．G7（当時）の一員として東欧諸国

の民主化や市場経済化を支援していたため．欧州評議会の

オブザーバーとなり．東欧諸国の民主化への貢献が期待さ

れた[5]． 

このような欧州評議会において．2017 年ころから AI に関

する法整備プロジェクトが活発化しはじめ．COE4AI とい

った形で検討が進められていた[6 ]．そのうえで．さらに．

AI に関する法的枠組みの内容を具体的に検討するために

設けられたのが．特別委員会の CAHAI である． 

 

（www.coe.int/ai より． 

「人権・法の支配・民主主義に基づく AI の活用に向け

て」という説明がなされている．） 

 

2.1 AI 特別委員会 CAHAI について 

  2019 年 5 月に開かれた欧州評議会の閣僚委員会による

決定によって．設立された CAHAI は．AI に関する欧州評

議会のイニシアティブの一つであり．重要な役割を果たす

ものとして期待されているものである． 

この CAHAI は．欧州評議会に加盟する全 47 か国をその

構成メンバーとして．日本を含 5 か国の欧州評議会オブザ

ーバーのほか．欧州評議会のその他の機関たとえばヨーロ

ッパ人権裁判所の代表や．EU．国連（UNESCO）．OECD．

OSCE,そして民間部門の代表．そして市民社会や研究機関

等の代表をいれた委員会である[7]． 

 

2.2 CAHAI のミッション 

 CAHAI は欧州評議会の閣僚委員会の権限の下．欧州評議

会の人権や民主主義そして法の支配に関する基準に基づい

て．AI に関する開発や設計そして AI アプリケーションの

ための法的枠組みの実現可能性とその潜在的な要素を検討

するものである． 

 特に．以下の点について検討することが必要とされた．

すなわち．１）これまでの法的文書に基づいて．人権や民

主主義．法の支配の分野でデジタル技術の設計や開発．そ

してアプリケーションに関するこれまでの欧州評議会の基

準を検討し．考慮に入れること．２）関連する既存の普遍

的な．そして地域的な国際法的な文書や条約．他の欧州評

議会機関によって検討された経緯や作業．そして他の国際

的もしくは地域的な組織において進められている作業を検

討すること．３）ジェンダーの視点を十分に考慮し．まと

まりのある社会を構築し．その任務の推敲において．障が

いのあるものの権利を促進し．保護すること． 

 

2.3 CAHAI の構成 

 CAHAI は Mr. Gregor Strogin（スロベニア出身）を議長と

し．Ms. Peggy Valcke（ベルギー出身）を副議長とし．その

他エストニア．イタリア．ルーマニア．フランス．イギリ

ス．スイス．ドイツ出身者をその事務局会議構成員として

いる． 

 また．CAHAI は政策形成グループ（CAHAI-Poligy 

Development ）と法的枠組みグループ（ CAHAI-Legal 

Frameworks）と意見聴取とアウトリーチグループ（ 

CAHAI-Consultations and Outreach）といったワーキンググ

ループを作成し．AI と法に関するセミナーをおｋのあった

り．本を出版したり．フィージビリティスタディ（実現可

能性検討）文書を採択したりしている[8]． 

 

2.4 CAHAI のロードマップ 

 CAHAI のロードマップは以下の通りである． 
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 このように．CAHAI は特別委員会としての活動を 2019

年から 2021 年 12 月までと一応の期限をつけておこなって

いるものである． 

  

2.5 CAHAI による実現可能性検討文書の内容 

 CAHAI のロードマップに基づいて検討された実現可能

性文書は．2019 年 9 月 11 日に作られた特別委員会がマル

チステークホルダーによる AI の検討を行うこととなった

経緯が初めに書かれ．さらに．AI に関する欧州評議会の法

的枠組みの適用範囲の検討．AI の設計．開発．および適用

から生じる機会とリスクの検討．人権．法の支配と民主主

義へのインパクト．欧州評議会における AI の分野に関す

るこれまでの検討．AI を適用可能な機器のマッピング複数

の利害関係者との協議の主な結論．AI の設計．開発．およ

び適用のための法的枠組みの主な構成要素．そして人権．

民主主義．法の支配に基づく AI に関する欧州評議会にお

ける設計．開発．および適用のための可能なオプション．

法的枠組みのコンプライアンスと有効性を確保するための

可能な実践的およびフォローアップメカニズム．そして最

終的な考慮事項について書かれている． 

CAHAI のフィージビリティ検討文書によれば．AI につ

いて．まず．技術的に中立的な定義を目指すこととし．将

来的にはより細かな定義が必要かもしれないとしつつも．

現在は．中立的かつやや広範な定義をおこなうとしている． 

また．AI システムは社会技術システムとして考えられる

ということを検討し．設計や開発のみならず．ＡＩの利用．

使用の方法に関する影響力も考慮されている． 

AI については．AI から生じる様々な機会や可能性があ

ることと．人権や民主主義．法の支配等への影響といった

リスクの双方の側面から検討する必要があることが強調さ

れている． 

そのため．AI については．チャンスとリスクのバランス

を検討しながらアプローチを検討する必要があることが書

かれている．また．こういったバランスをとった検討につ

いて．EU の AI 白書や欧州委員会における予防的原則が検

討されている[9]． 

3. CAHAI が検討する法的枠組みの内容 

3.1 CAHAI の検討する AI のリスクと人権―法の支配 

 CAHAI は．欧州人権条約に基づいた価値観から導き出さ

れる自由と安全．公正な裁判を受ける権利．そして法によ

らない処罰などの原則が AI によって妨げられないかどう

か．こういった分野についてはハイリスクな AI の利用の

可能性があることを認識している[10]． 

もっとも．AI システムは不正や腐敗などを探し出し．探

知することにも有効かもしれないといったことも検討され

ている．すなわち．行政による法執行や行政執行システム

の有用性は AI によって補完される可能性があること．そ

してそれは．裁判所を含めた司法分野においても同じであ

ることが言及されている． 

 

3.2 CAHAI の検討する AI のリスクープロファイリング

など 

 欧州人権条約 8 条にも書かれているように．私生活そし

て家族の生活を尊重される権利を AI がリスクにさらす可

能性があることは検討されている．すなわち．バイオメト

リクスデータの追跡や．個人のプロファイリングや生体認

証についてである[11]．これらについては．AI がこういっ

た分野において．自らに影響のある形で利用されているこ

とについて通知されること．また．個人の権利に影響のあ

る AI の利用の仕方がなされていることが AI システムのな

かに．個人に分かる形で組み込まれるように設計されるこ

とが権利として保証されるべきであることが検討されてい

る． 

 何らかの形で個人の権利に影響があるような AI が使わ

れる場合には．そのように AI が使われていることを通知

し．そして特に公的機関が利用する場合にはどのように使

われるのかについて説明されなければならないとされる

[12]． 

 

3.3 CAHAI の検討する人権―平等や差別の禁止について 

 CAHAI は．その実行可能性検討文書のなかで．AI を利

用する意思決定プロセスの透明性の確保や．AI を利用する

にあたっての報告や監査の必要性を重要視すべきであるこ

ととしている．ＡＩによって差別が再生産される可能性が

あることは避けなければならない． 

 そのため．ＡＩが集めるデータやデータセット．ＡＩシ

ステムの決定やラベリング．利用されたアルゴリズムなど

が記録され．後に必要となった場合に検証することが可能

であるようにすべきであるとしている． 

 また．こういったＡＩの決定プロセスや透明性の確保の

ための記録をとるためのプロセスがしっかりと整備されな

ければならないとしている[13]． 
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3.4 CAHAI の検討する人権と AI 

 CAHAI は欧州人権条約 2 条．3 条．5 条．11 条．12 条．

13 条等に基づいて保障される社会的・経済的権利をどのよ

うに AI の利活用にあたって保障すべきかについては．社

会保障の決定プロセス．労働者の監視や追跡．ヘルスケア・

医療に関する様々な決定や支援の提供のあり方なとについ

て．AI が人々に不利益に利用されないように．各加盟国は

AI システムに関するレポートや．不服審査の仕組みや．AI

システムの利用によって生じた不利益に関するクラスアク

ションの仕組みなどの可能性が考えられるとしている．ま

た．公的機関がいつでも．民間部門によって利用される AI

システムを監視し．そのシステムのコンプライアンスにつ

いて評価する手続をおこなうことができるように準備すべ

きであるとしている[14]． 

 

3.5 参考とされている AI 白書 

 欧州の AI 白書は．AI システムの利用において EU が世

界をリードする存在になるべきであるとして．市民の価値

観と権利を尊重した．AI 開発における信頼性と優越性を実

現するための政策オプションを示しているものである．こ

の AI 白書は．AI システムが複雑かつリスクを包含するこ

とに鑑み．信頼構築のために EU がこれまでに形成してき

た消費者保護や競争ルール．GDPR といった個人データ保

護のルールに加えて．高リスクの AI に関するルールの導

入が必要であると提案したものである[15]． 

 

4. CAHAI によるコンサルテーション 

 CAHAI は．2020 年にもＡＩに関する実現可能性の調査

をおこない．人権や民主主義．法の支配を保護するための

適切な法的枠組みが今日必要であることを検討していた．    

 さらに．2021 年においても CAHAI は．AI の法的枠組み

の検討過程において生じるいくつかの重要な問題について．

代表的な機関の関係者の意見を収集するため．複数の利害

関係者との協議を行った． 

 この協議はすでに終了しているが．CAHAI が検討してい

る将来の法的枠組みの主要な内容の検討を担当している

CAHAI 法的枠組みグループが．協議中に収集されるフィー

ドバックをおこなっている[16]． 

 

5. CAHAI において検討されている AI に関す

る法の具体的な内容 

5.1 総合 

CAHAI において．上記コンサルテーションなどもふまえ

て．検討されている AI に関する法の具体的な内容は．AI

の設計．開発．アプリケーションの基礎となる価値と原則

をカバーするものである． 

 

5.2 法的拘束力について 

まず．その法的文書．法的規制が法的拘束力のあるもの

になるのか．ないものとなるのかについては．多くの議論

があったものの．相互に補完しあう．拘束力のある法的文

書と拘束力のないソフトロー的な法的文書の組み合わせの

双方によって構成されるべきであるとされた． 

この点については．ソフトローアプローチはガバナンス

としての実効性に欠けることが指摘されている[17]． 

 

5.3 ソフトロー的アプローチの活用 

 もっとも．AI に関する分野は多岐にわたるため．それぞ

れの分野におけるガイドラインや．評価リストといった形

でより詳細な文脈上の要件を提供することが想定されてい

る． 

 特徴的なことは．少なくとも．ソフトロー（のみ）を活

用するアプロ―チには問題があることが強く意識されてい

るということである[18]． 

 

5.4 枠組み条約の可能性 

 具体的な法的拘束力を持った文書の方向性については．

枠組み条約の可能性か．議定書のような形が検討されてい

る．もっとも．この段階において非常に細かな内容を枠組

み条約的な形において AI について準備したとしても．加

盟国の同意を得られることは少ないであろうことも検討さ

れており．より広範な幅広い形での枠組み条約的な文書が

模索されるべきであろうとされている[19]． 

 

5.5 CAHAI が模索する AI に関する法的文書の構成要素 

以上．CAHAI においては．欧州人権条約やその実効性を

確保するためのヨーロッパ人権裁判所の存在なども背景と

しつつ．人間の尊厳．人権．民主主義．法の支配に対する

リスクを低減し．防止すること．自由と自己決定権を侵害

しないこと．差別の禁止．ジェンダー平等．公平性と多様

性の確保．そして AI システムの透明性と説明可能性の確

保の原則．データ保護とプライバシーの権利．AI の説明責

任と法的責任としての監督責任といった内容が加盟国に向

けた義務として検討され．具体的な文書としてまとめられ

ようとしている． 

 

6. おわりに 

 CAHAI は EU とはまた別の国際機関として（東欧やトル

コなども含め．日本もオブザーバー参加している）重要な

AI に関する法的議定書をまとめようとしている． 

 この AI に関する包括議定書（の可能性）は．おそらく欧

州人権条約が基礎とする人権や民主主義の価値観をベース

とし．EU における AI 規制の行き過ぎの可能性も含めてバ
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ランスをとるものとなる可能性がある． 

 なぜならば．CAHAI の構成国は EU の約 2 倍であり．コ

ンセンサスを取ることの難しさに加えて．より汎用的な枠

組みを模索しているということができるからである． 

 この CAHAI によって模索される AI に関する法的文書

は．おそらくヨーロッパ人権裁判所が AI に関する判断を

行う際の重要な指標となることが予想される． 

 そのため．日本もオブザーバー国として．コンサルテー

ションや会合において．検討中の案などについて．積極的

にイニシアティブをとり．具体的な検討内容を把握すると

ともに．日本への影響もあることを視野に入れて検討内容

の吟味を今後も進める必要がある． 
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